
氷見市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の

４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に

関し、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）に定

めがあるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるもののほか、法、省令、介護

予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省

告示第１９６号）、介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて（平成２７年６月

５日老発第５号厚生労働省老健局長通知）及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老

発第０６０９００１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙。以下「通

知」という。）の例による。 

 

（事業の目的） 

第３条 総合事業は、次に掲げることを目的に行う。 

（１）高齢者が要支援・要介護状態になることをできるだけ予防するとともに、高齢者自身の力

を活かした自立に向けた支援を行う。 

（２）高齢者が住み慣れた地域の中で、人とつながり、生き生きと暮らしていくことができる、

多様で柔軟な生活支援が受けられる地域づくりを行う。 

 

（事業の構成等） 

第４条 市長は、総合事業として次の各号に掲げる事業を、通知の定めに従い行うことができる

ものとする。 

（１）介護予防・生活支援サービス事業（以下「サービス事業」という。） 

ア 訪問型サービス（第１号訪問事業） 

（ア）介護予防訪問介護相当サービス 

省令第１４０条の６３の２第１号イに規定する旧介護予防訪問介護に相当するも

の 

（イ）訪問型サービスＡ 

介護予防訪問介護相当サービスに係る基準よりも緩和した基準により、指定事業者

が提供するサービス 

（ウ）訪問型サービスＢ 

地域の住民を主体として有償又は無償のボランティア等により提供される支援 

（エ）市訪問型サービスＣ 

保健・医療の専門職により提供される支援で、３箇月から６箇月程度の短期間で行

われるもの 

（オ）訪問型サービスＤ 

サービス事業と一体的に行われる移動支援や移送前後の生活支援 

 



イ 通所型サービス（第１号通所事業） 

（ア）介護予防通所介護相当サービス 

省令第１４０条の６３の２第１号イに規定する旧介護予防通所介護に相当するも

の 

（イ）通所型サービスＡ 

介護予防通所介護相当サービスに係る基準よりも緩和した基準により、指定事業者

が提供するサービス 

（ウ）通所型サービスＢ 

地域の住民を主体として有償又は無償のボランティア等により提供される支援 

（エ）通所型サービスＣ 

保健・医療の専門職により提供される支援で、３箇月から６箇月程度の短期間で行

われるもの 

ウ その他生活支援サービス  

エ 介護予防ケアマネジメント  

地域包括支援センターにより実施する介護予防ケアマネジメント 

（２）一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

 

（事業の実施方法） 

第５条 市長は、前条第１号に定めるサービス事業のうち、アの（ア）から（イ）及び、イの（ア）

から（イ）については、法第１１５条の４５の３第１項の指定を受けた者（以下「指定事業者」

という。）により実施する。 

２ 市長は、前項に規定する以外の事業については、次のいずれかの方法により実施する。 

（１）市による直接実施法 

（２）法第１１５条の４７第４項の規定に基づき省令第１４０条の６９の規定に適合する者に

対する委託による実施 

（３）地域の人材や社会資源を活用した補助による実施 

 

（事業の対象者） 

第６条 第４条第１号に定めるサービス事業のうち、アの（ア）から（イ）、イの（ア）から（イ）、

ウ及びエの対象者は、居宅要支援被保険者とする。 

２ 第４条第１号に定めるサービス事業のうち、アの（ウ）及びイの（ウ）（以下、「サービスＢ」

という。）の対象者は、次のいずれかの者とする。 

（１）居宅要支援被保険者 

（２）省令第１４０条の６２の４第２号に規定する者 

（３）居宅要介護被保険者であって、要介護認定による介護給付に係る居宅サービス、地域密着

型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービスを受ける日以前に前２号のいず

れかに該当し、サービスＢ（前条第２項第３号の規定による補助により実施するものに限る。



以下、この号において同じ。）を受けていたもののうち、要介護認定によるサービスを受けた日

以後も継続的にサービスＢを受ける者（市長が必要と認める者に限る。） 

３ 第４条第１号に定めるサービス事業のうち、イの（エ）の対象者は、居宅要支援被保険者及

び省令第１４０条の６２の４第２号に規定する者とする。 

４ 前２項に規定する以外のサービス事業については、省令第１４０条の６２の４第２号に規定

する者とする。 

５ 一般介護予防事業の対象者は、第１号被保険者及びその支援のための活動に関わる者とする。 

 

（サービス事業の利用の手続）  

第７条 指定事業者が実施する第１号訪問事業及び第１号通所事業を利用しようとするとき（介

護予防サービスと併せて利用するときを除く。）は、介護予防サービス計画作成依頼届出書を市

長に届け出なければならない。 

２ 前項の届出は、対象者に代わって、当該者に対して介護予防ケアマネジメント又は介護予防

サービス計画を行う地域包括支援センターの職員及び地域包括支援センターからの委託により

介護予防ケアマネジメントを実施する居宅介護支援事業者が行うことができる。 

３ 第１項に定める以外のサービス事業を利用する場合の手続きは、市長が別に定める。 

 

（サービス事業に要する費用の額） 

第８条 指定事業者が実施する第１号訪問事業（訪問型サービスＡを除く。）、第１号通所事業及

び介護予防ケアマネジメントに要する費用の額は、別添１から４に定める単位数に、厚生労働

大臣が定める一単位の単価（平成２７年厚生労働省告示第９３号。）に定める氷見市の地域区分

における割合を乗じて得た額とする。 

２ 前項の規定により費用を算定した場合において、その額に１円未満の端数があるときは、そ

の端数金額は切り捨てて計算するものとする。 

３ 第１項に定める以外のサービス事業に要する費用の額は、市長が別に定める。 

 

（第１号事業支給費の支給） 

第９条 市長は、居宅要支援被保険者が指定事業者の実施する第１号訪問事業（訪問型サービスＡ

を除く。）及び第１号通所事業を利用したときは、第１号事業支給費として、前条に定める費用

の額の１００分の９０（法第５９条の２第１項に規定する地域における医療及び介護の総合的

な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備等

及び経過措置に関する政令（平成２７年政令第１３８号。以下「政令」という。）で定める額以

上の所得を有する者にあっては、１００分の８０、法第５９条の２第２項に規定する政令で定

める額以上の所得を有する者にあっては、１００分の７０）に相当する額を支給するものとす

る。 

２ 介護予防ケアマネジメントを利用したときは、第１号事業支給費として、前条に定める費用

の額の１００分の１００に相当する額を支給するものとする。 

 

（第１号事業支給費に係る審査及び支払） 

第１０条 市長は、第１号事業支給費に係る審査及び支払に関する事務を、法第１１５条の４５

の３第６項の規定により富山県国民健康保険団体連合会に委託して行う。 

 

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/page/SJMainMenu.jsf
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/page/SJMainMenu.jsf
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/page/SJMainMenu.jsf


（第１号事業支給費に係る支給限度額） 

第１１条 居宅要支援被保険者の第１号事業支給費の支給限度額は、要支援区分状態に応じ、法

第５５条第２項の規定の例によるものとする。 

２ 前項の支給限度額は、予防給付の給付と一体的に管理するものとする。 

 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第１２条 市長は、高額介護予防サービス費相当事業及び高額医療合算介護予防サービス費相当

事業（以下「高額介護予防サービス費等相当事業」という。）を行う。 

２ 高額介護予防サービス費等相当事業の利用者負担段階及び負担限度額等については、法第６

１条及び法第６１条の２に定める規定を準用する。 

 

（給付制限等） 

第１３条 市長は、被保険者証に法第６６条に規定する支払方法の変更を記載されている居宅要

支援被保険者に対する第１号事業支給費の支給については、第９条の規定は適用しないことが

できる。 

２ 市長は、法第６７条の規定による保険給付の全部又は一部の支払の一時差し止めを受けてい

る居宅要支援被保険者に対する第１号事業支給費の支給については、全部又は一部の支払を一

時差し止めることができる。 

３ 市長は、居宅要支援被保険者について、保険料徴収権消滅期間があるときは、法第６９条の

例により、第１号事業支給費の給付を制限することができる。 

４ 市長は、前項の規定により当該居宅要支援被保険者が被保険者証に給付額減額の記載を受け

ているときは、第９条の規定にかかわらず、当該記載を受けた日の属する月の翌月の初日から

当該給付額の減額期間が経過するまでの間に利用した第１号訪問事業及び第１号通所事業に係

る第１号事業支給費の額について、第８条で定める額の１００分の７０（法第５９条の２第２

項に規定する政令で定める額以上の所得を有する者にあっては、１００分の６０）に相当する

額を支給する。 

５ 市長は、第３項の規定により当該居宅要支援被保険者が被保険者証に給付額減額の記載を受

けているときは、前条に定める高額介護予防サービス費等相当事業を行わないことができる。 

 

（第１号事業支給費の額の特例） 

第１４条 市長は、災害その他特別な事情があることにより必要な費用を負担することが困難な

であると認めるときは、居宅要支援被保険者の申請により、第１号事業支給費の額の特例を決

定することができる。 

２ 法第６０条に規定する予防給付の額の特例を受けている居宅要支援被保険者は、第１号事業

支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 

 

（利用料等） 

第１５条 指定事業者が実施する第１号訪問事業及び第１号通所事業を利用する居宅要支援被保

険者は、サービス事業に要する費用の額から第９条の規定により支給される額を控除した額を、

当該サービスを提供した指定事業者に直接支払うものとする。 

２ 市長は、前項以外のサービス事業又は一般介護予防事業に要する費用の一部（以下「利用料」

という。」）について、当該サービスを利用する居宅要支援被保険者等に負担をさせることがで



きる。 

３ 前項に規定する利用料については、当該サービスを利用した居宅要支援被保険者等が当該サ

ービスを提供した指定事業者に直接支払うものとする。 

 

（指定事業者の指定） 

第１６条 指定事業者の指定については、市長が別に定める。 

 

（報告） 

第１７条 市長は、総合事業の実施に関して必要があると認めるときは、当該事業の実施者又は

利用者に対して報告を求めることができる。 

 

（指導及び監査） 

第１８条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、総合事業を実施する者に対して、指

導及び監査を行うものとする。 

 

（関係機関との連携） 

第１９条 市長は、事業を実施するに当たり関係する機関との連携を図り、当該事業による効果

が期待される対象者の早期発見に努めるほか、対象者に対する支援が円滑かつ効果的に行われ

るよう努めなければならない。 

 

（苦情処理） 

第２０条 市長は、総合事業の利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、

苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じるものとする。 

 

（関係帳簿等の保存） 

第２１条 総合事業の実施者は、当該事業に係る帳簿及び関係書類をその完結の日から５年間保

存しなければならない。 

 

（委任） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年１月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

 

附 則 



この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年１１月２５日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添１（介護予防訪問介護相当サービス） 

 

介護予防訪問介護相当サービスは以下に掲げる費用を算定するものとする。なお、当該費用の

算定にあたっては、以下に掲げる事項の他は、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項

第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号）に準ずるもの

とする。 

算定項目名 区    分 
算定 

単位 
単位数 

イ １週当たりの標準的な回数

を定める場合 

（１）１週に１回程度の場合 1月 1,176単位 

（２）１週に２回程度の場合 1月 2,349単位 

（３）１週に２回を超える程度の場合 1月 3,727単位 

ロ １月当たりの回数を定める

場合 

（１）標準的な内容の指定相当訪問型サービ

スである場合 
1回 287単位 

（２）生活援助が中心

である場合 

 

（一）所要時間２０分以

上４５分未満の場合 
1回 179単位 

（二）所要時間４５分以

上の場合 
1回 220単位 

（３）短時間の身体介護が中心である場合 1回 163単位 

ハ 初回加算  1月 200単位 

ニ 生活機能向上連携加算 
(1) 生活機能向上連携加算（Ⅰ） 1月 100単位 

(2) 生活機能向上連携加算（Ⅱ） 1月 200単位 

ホ 口腔連携強化加算  月１回限度 50単位 

ヘ 介護職員等処遇改善加算 

(1) 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 1月 
所定単位× 
245／1000 

(2) 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 1月 
所定単位× 
224／1000 

(3) 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 1月 
所定単位× 
182／1000 

(4) 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 1月 
所定単位× 
145／1000 

注１  ヘの取り扱いについては、令和７年３月１３日老発０３１３第３号厚生労働省老健局長通知「介

護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点について」の一部改正について」の例

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添２ （介護予防通所介護相当サービス） 

 

介護予防訪問介護相当サービスは以下に掲げる費用を算定するものとする。なお、当該費用の

算定にあたっては、以下に掲げる事項の他は、介護保険法施行規則第１４０条の６３の２第１項

第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚生労働省告示第７２号）に準ずるもの

とする。 

算定項目名 区    分 
算定 

単位 
単位数 

イ １週当たりの標準的

な回数を定める場合 

 要支援1  
1月 

1,798単位 

 要支援2 3,621単位 

ロ １月当たりの回数を
定める場合 

1月の中で3回まで 要支援1 
1回 

436単位 

1月の中で7回まで 要支援2 447単位 

ハ 生活機能向上グルー
プ活動加算 

 1月 100単位 

ニ 若年性認知症利用者
受入加算 

 1月 240単位 

ホ 栄養アセスメント加
算 

 1月 50単位 

ヘ 栄養改善加算  1月 200単位 

ト 口腔機能向上加算 
(1)口腔機能向上加算（Ⅰ） 1月 150単位 

(2)口腔機能向上加算（Ⅱ） 1月 160単位 

チ 一体的サービス提供

加算 
 1月 480単位 

リ サービス提供体制強

化加算 

(1)サービス提供体制強化加算

（Ⅰ） 

要支援1 1月 88単位 

要支援2 1月 176単位 

(2)サービス提供体制強化加算

（Ⅱ） 

要支援1 1月 72単位 

要支援2 1月 144単位 

(3)サービス提供体制強化加算

（Ⅲ） 

要支援1 1月 24単位 

要支援2 1月 48単位 

ヌ 生活機能向上連携加

算 

(1) 生活機能向上
連携加算（Ⅰ） 

３月に１回を限度とする 1月 100単位 

(2) 生活機能向上
連携加算（Ⅱ） 

 1月 200単位 

ル 口腔・栄養スクリー
ニング加算 

(1) 口腔・栄養スク
リーニング加算
（Ⅰ） 

６月に１回を限度とする 1回 20単位 

(2) 口腔・栄養スク
リーニング加算
（Ⅱ） 

６月に１回を限度とする 1回 5単位 

ヲ 科学的介護推進体制
加算 

 1月 40単位 

ワ 介護職員等処遇改善

加算 

(1) 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 1月 
所定単位× 
92／1000 

(2) 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 1月 
所定単位× 
90／1000 

(3) 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 1月 
所定単位× 
80／1000 

(4) 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 1月 
所定単位× 
64／1000 



注１  ワの取り扱いについては、令和７年３月１３日老発０３１３第３号厚生労働省老健局長通知「介

護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点について」の一部改正について」の例

による。 

 

  



別添３ （通所型サービスＡ） 

 

通所型サービス A は以下に掲げる費用を算定するものとする。 

算定項目名 区    分 
算定 

単位 
単位数 

イ １週当たりの標準的

な回数を定める場合 

 要支援1 
1月 

1,798単位 

 要支援2 3,621単位 

ロ １月当たりの回数を
定める場合 

1月の中で3回まで 要支援1 
1回 

436単位 

1月の中で7回まで 要支援2 447単位 

リ サービス提供体制強

化加算 

(1)サービス提供体制強化加算

（Ⅰ） 

要支援1 1月 88単位 

要支援2 1月 176単位 

(2)サービス提供体制強化加算

（Ⅱ） 

要支援1 1月 72単位 

要支援2 1月 144単位 

(3)サービス提供体制強化加算

（Ⅲ） 

要支援1 1月 24単位 

要支援2 1月 48単位 

ワ 介護職員等処遇改善

加算 

(1) 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 1月 
所定単位× 
92／1000 

(2) 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 1月 
所定単位× 
90／1000 

(3) 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 1月 
所定単位× 
80／1000 

(4) 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 1月 
所定単位× 
64／1000 

注１ イ及びロについて、利用者の数が利用定員を超える場合は、所定単位数に７０／１００を乗じる。 

注２ イ及びロについて、従業者の員数が基準に満たない場合は、所定単位数に７０／１００を乗じる。 

注３ イ及びロについて、虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合に所

定単位数の１００分の１に相当する単位数を減算する。 

注４ イ及びロについて、業務継続計画が未策定の場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位

数を減算する。なお、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備及び非常災害に関する

具体的計画の策定を行っている場合は、令和７年３月３１日までの間適用しない。 

注５ イ及びロについて、事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者に通所型サービ

スＡを行う場合は、それぞれ以下のとおり減算する。 

イ２８２単位（要支援１）又は５４９単位（要支援２）   ロ７６単位 

注６ イ及びロについて、事業所が送迎を行わない場合、片道につき４０単位（イを算定している場合、

支援１は 1 月に３２０単位を、支援２は 1 月に６４０単位を限度とする。）を所定単位数から減

算する。ただし、注５を算定している場合は算定しない。 

注７ ワ及びヨについて、所定単位はイからリまでによる算定した単位数の合計。 

注８ カについて、所定単位はイからリまでによる算定した単位数の合計。算定に当たっては、介護職

員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していることを要件とする。また、(Ⅰ)の算

定に当たっては、サービス提供体制強化加算(Ⅰ)を算定していることを要件とする。なお、(1)か

(2)のいずれかの加算を算定している場合において、一方の加算は算定しない。 

注９「事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者に通所型サービスＡを行う場合」、

サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員

等ベースアップ等支援加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目である。 

注１０  ワの取り扱いについては、令和７年３月１３日老発０３１３第３号厚生労働省老健局長通知

「介護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点について」の一部改正について」

の例による。 

 



別添４ 介護予防ケアマネジメント費 

 

算定項目名 区    分 
算定 

単位 
単位数 

イ 介護予防ケアマネジメント費 

 

要支援1・2 

1月 

442単位 

高齢者虐待防

止未実施減算 

 438単位 

業務継続計画

未策定減算 
434単位 

業務継続計画未策定減算 438単位 

ロ 初回加算 要支援1・2 1月 300単位 

ハ 委託連携加算 要支援1・2 1回 300単位 

注１ イについて、虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合に所定単位

数の１００分の１に相当する単位数を減算する。 

注２ イについて、業務継続計画が未策定の場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を減

算する。なお、令和７年３月３１日までの間は適用しない。 

注３ 住所地特例による財政調整においては、１件あたり４４２単位とする。算定にあたっては、住所

地特例対象者の数に４４２単位をかけた金額の支払い・請求により財政調整を行うものとする。 

 

 


